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令和６年度　　事後評価シート

当初
事　項 ひとり親家庭医療費公費負担事業費 予算主管課 子育て支援課

事　業

概　要

ひとり親家庭の保健の向上と福祉の増進を図るため、ひとり親家庭の父母及び児童等の

医療費の自己負担分を助成する。

始期 1974

100 ％ 目標値 100

終期

Ｋ  P  Ｉ

１８歳年度末までの子どもを養育しているひとり親家庭の親又は養育者等の対象者の必要医療費額の充足率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

実績値 ％ 実績値 ％

％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 100 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100R  4  年  度 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
418,233 千円

最終現計

予算額
468,317 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 ％ 達成率
ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

千円
最終現計

予算額
千円

決算額 414,706 千円 決算額 413,557 千円千円 決算額 千円 決算額

６

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

６年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、７年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標

達成すると考えられることから、７年度の執行方法や８年度予算の見直しは想定していない。

Ｋ  P  Ｉ

１８歳年度末までの子どもを養育しているひとり親家庭の親又は養育者等の対象者への受給率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％目標値 100 ％ 目標値 100 ％

実績値 ％

事　項 児童扶養手当支給事業費 予算主管課 子育て支援課

事　業

概　要

児童扶養手当法に基づき、ひとり親家庭等の生活安定及び自立の促進を図るための手当

を支給する。

始期 1961

終期

％ 実績値 ％

100

実績値 100実績値 100 ％ 実績値 100 ％

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
501,726 千円

最終現計

予算額
523,266 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

６年度のＫＰＩ実績は、想定どおりの成果であり、次年度以降も引き続き執行予定である。

決算額 463,341 千円 決算額 466,022 千円

当

初,12

月補

正,2月

補正
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Ｋ  P  Ｉ

大会に参加した人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 60 人 目標値 60 人目標値 60 人 目標値 60 人

実績値 人

事　項 愛媛県母子寡婦福祉大会補助金 予算主管課 子育て支援課

事　業

概　要
母子家庭及び寡婦の福祉の向上を図る大会を開催するための県補助金

始期 1962

終期

人 実績値 人

0

実績値 0実績値 54 人 実績値 72 人

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
200 千円

最終現計

予算額
200 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 120 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
実施団体である一般財団法人愛媛県母子寡婦福祉連合会が解散し、大会が実施されなかったため。

総括
実施団体である一般財団法人愛媛県母子寡婦福祉連合会が解散しているため、今後も大会の実施は想定していない。

見直し方向性

決算額 196 千円 決算額 0 千円

当初

Ｋ  P  Ｉ

職業訓練を終了した人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 5 人 目標値 5 人目標値 5 人 目標値 5 人

実績値 人

事　項 ひとり親家庭自立支援事業費 予算主管課 子育て支援課

事　業

概　要

ひとり親家庭の親の職業能力の開発と雇用機会の創出等を図るため、訓練に係る費用や

ひとり親家庭の子どもの学習支援に係る経費を補助する。

始期 2013

終期

人 実績値 人

60

実績値 3実績値 4 人 実績値 3 人

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
41,703 千円

最終現計

予算額
50,719 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 60 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
職業訓練には最低でも６か月、資格によっては数年の期間が必要である。職業訓練の受講が困難な家庭環境にある者も多く

達成率の向上につながらなかった可能性がある。

総括

見直し方向性 維持

６年度のKPIの実績は目標に届かなかったものの、７年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成は可能と考えられることから、７年度の執行方法や８年度予算の見直しは想定していない。

決算額 17,682 千円 決算額 57,017 千円

当初
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Ｋ  P  Ｉ

貸付金額

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 1700 千円 目標値 千円目標値 1600 千円 目標値 1650 千円

実績値 千円

事　項 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費 予算主管課 子育て支援課

事　業

概　要

実施主体である県社会福祉協議会に対し、ひとり親家庭等に対する高等職業訓練促進資

金貸付事業の実施に要する経費を補助する。

始期 2015

終期

千円 実績値 千円

75

実績値 1237実績値 千円 実績値 1555 千円

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
1,810 千円

最終現計

予算額
1,721 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 97.2 ％ 達成率

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
制度の周知が十分でなかったため。

総括

見直し方向性 維持

制度の周知を十分に行い利用を促進することが望ましい反面、対象者が増えることは望ましくないこと

や、対象者が減少していることを踏まえて当面の間現状維持を目標とする。

決算額 1,555 千円 決算額 1,236 千円

2月補

正


